
単位：円

金　　　額 金　　　額

流　動　資　産 12,319,246,627 流　動　負　債 10,212,204,058

239,986,396 603,148,888

1,674,482,175 2,755,195,630

3,714,647,531 5,916,051,878

6,613,749,308 747,527,637

93,597,270 205,936

2,109,047 17,565,403

50,835 85,444,300

△ 19,375,935 30,082,800

26,736,200

1,826,000

27,682,598

736,788

固　定　資　産 1,046,191,090

固　定　負　債 392,048,445

24,827,795

332,085,608

10,267,190 13,137,500

50,928 46,127,057

12,226,386 698,280

1,013,691

1,269,600 　負　債　合　計 10,604,252,503

無形固定資産 27,924,641

25,965,376 2,715,207,168

1,363,431 40,000,000

595,834

2,675,207,168

投　　資　　等 993,438,654 5,200,000

2,670,007,168

103,471,733

920,000 45,978,046

839,216,724 45,978,046

72,239,949

13,157,335 　純　資　産　合　計 2,761,185,214

△ 35,567,087

13,365,437,717 13,365,437,717

(注1）　当期純利益　213,872,024円

長 期 繰 延 税 金 資 産

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　目 科　　　目

　　貸　　借　　対　　照　　表
　　　　（令和 6 年 3 月 31 日現在）

建 物

その他有価証券評価差額金

機 械 装 置

工 具 器 具 備 品

有形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア

構 築 物

リ ー ス 資 産

そ の 他 流 動 資 産

未 払 事 業 税貸 倒 引 当 金

未 払 消 費 税

賞 与 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

未 払 費 用前 払 費 用

未払法人税および住民税

預 か り 金

売 掛 金

未 収 入 金 前 受 金

現 金 及 預 金 支 払 手 形

受 取 手 形

買 掛 金電 子 記 録 債 権

電 子 記 録 債 務

退 職 給 付 引 当 金

利 益 準 備 金

借 地 権

純　資　産　の　部

株　主　資　本

資 本 金

差 入 保 証 金

評価・換算差額等長 期 貸 付 金

投 資 有 価 証 券

電 話 加 入 権

繰 越 利 益 剰 余 金

役 員 退 職 引 当 金

　資　産　合　計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

短 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

預 か り 保 証 金

貸 倒 引 当 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 投 資 等



1、重要な会計方針

（1）有価証券の評価基準および評価方法
　　①時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法
　　　なお、評価差額は全部純資産直入法によって処理し、売却原価は移動平均法により算定
　　　している。
　　②時価のないもの…移動平均法による原価法

（2）固定資産の減価償却の方法
    有形固定資産の減価償却の方法は、建物・構築物は平成28年新規取得より定額法（既存は定率法）
　　無形固定資産のうち営業権およびソフトウェアは定額法を採用している。

（3）引当金の計上基準
　　貸倒引当金　　　　　一般債権については原則、貸倒実績率により引当計上、貸倒懸念債権
　　　　　　　　　　　　　　　等特定の債権については回収不能見込額を計上している。

　　賞与引当金　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の基準により計上して
　　　　　　　　　　　　　　　いる。

　　役員退職引当金　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額　
　　　　　　　　　　　　　　　の全額を計上している。

　　退職給付引当金　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び
　　　　　　　　　　　　　　　年金資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認める
　　　　　　　　　　　　　　　額を計上している。

（4）リース取引の処理方法
　　リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引については、
　 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

（5）消費税等の会計処理
　　消費税等の会計処理は、税抜処理をしている。

2、株主資本等変動計算書に関する注記

（1）発行済株式の種類及び総数 普通株式 400株

（2）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

3、その他の注記
　　有形固定資産の減価償却累計額 156,602,491 円

個別注記表

52,000千円

1株当りの金額
（円）

130,000円 令和5年3月31日

基準日

令和5年6月28日
定時株主総会

決　　議 株式の種類

普通株式 令和5年6月28日

効力発生日配当金の総額（円）


